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全 国 通 運 株 式 会 社 
代 表 取 締 役 社 長  杉 野   彰 
 

貸 借 対 照 表 
    

（平成30年3月31日現在） 
(単位：円)  

 資 産 の 部  負 債 の 部 
科   目 金   額  科   目 金   額 

流 動 資 産 6,194,091,429   流 動 負 債 
未 払 作 業 費 
取 立 未 払 金 
短 期 借 入 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
未 払 金 
未 払 費 用 
前 受 金 
預 り 金 
保 証 預 り 金 
前 受 収 益 
賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 
長期保証預り金 
資 産 除 去 債 務 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
廃棄物処理引当金 

 4,199,291,475 

3,867,417,361 
221,065 

70,000,000 
21,824,740 

2,859,536 
3,909,470 

31,066,062 
40,422,024 
20,666,552 

111,640,595 
828,063 

28,436,007 
273,452,263 

4,019,098 
83,880,000 

124,745,789 
56,870,000 

3,937,376 
 
 

 
現 金 及 び 預 金 809,283,194    
受 取 手 形 2,005,984    
得 意 先 貸 1,207,970,594    
未 収 入 金 2,570,330,744    
交 計 未 収 金 1,350,439,951    
取 立 未 収 金 239,589    
リ ー ス 投 資 資 産 48,966,549    
商 品 3,704,660    
貯 蔵 品 549,307    
短期差入保証金 40,000,000    
前 渡 金 37,519,200    

    前 払 金           87,104,754    
立 替 金 6,302,873    
前 払 費 用 15,407,218    
繰 延 税 金 資 産 10,974,975    
そ の 他 流 動 資 産 3,291,837    

固 定 資 産 1,054,925,633    

有 形 固 定 資 産 629,420,276    
建 物 52,739,714    
構 築 物 2,062,682    
車 両 運 搬 具 1,268,585    

器 具 備 品 395,413,372    

土 地 177,935,923   負債合計 4,472,743,738  
無 形 固 定 資 産 5,215,417   純 資 産 の 部 
ソ フ ト ウ ェ ア 2,713,931   株 主 資 本 2,739,577,323  
電 話 加 入 権 2,501,486   資 本 金 800,000,000  

投 資 そ の 他 の 資 産 420,289,940   利 益 剰 余 金 1,939,577,323  
投 資 有 価 証 券 131,531,961   利 益 準 備 金 22,000,000  
関 係 会 社 株 式 106,500,000   その他利益剰余金 1,917,577,323  

  差 入 保  証  金     
 

41,476,111   特 別 準 備 金 13,500,000  
保 険 積 立 金 63,318,009   別 途 積 立 金 1,667,000,000  
繰 延 税 金 資 産 71,299,252   繰越利益剰余金 237,077,323  
そ の 他 資 産 18,164,607   評価・換算差額等 36,696,001  

貸 倒 引 当 金 △12,000,000   その他有価証券評価差額金 36,696,001  

    純 資 産 合 計 2,776,273,324  

資 産 合 計 7,249,017,062   負債及び純資産合計 7,249,017,062  



損 益 計 算 書 
    

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで） 
(単位：円)  

科     目 金     額 
売 上 高  35,998,695,111 

売 上 原 価  35,013,869,225 

売 上 総 利 益  984,825,886 

業務管理費及び一般管理費  894,385,231 
営 業 利 益  90,440,655 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,403,848  
配 当 収 入 3,984,970  
廃 棄 物 処 理 引 当 金 戻 入 4,432,291  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,000,000  
雑 収 入 32,655,156 43,476,265 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 944,301  

雑 損 失 88,224 1,032,525 
経 常 利 益  132,884,395 

特 別 利 益   
国 庫 補 助 金 20,000,000 20,000,000 

特 別 損 失   
固 定 資 産 圧 縮 損 20,000,000 20,000,000 

税 引 前 当 期 純 利 益  132,884,395 

法人税、住民税及び事業税 40,548,759  
法 人 税 等 調 整 額 4,256,528 44,805,287 

当 期 純 利 益  88,079,108 

 



株主資本等変動計算書 
    

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで） 
                                    (単位：円) 

残高及び変動事由 

株     主     資     本 

資 本 金 

利   益   剰   余   金 
株主資本 
合  計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合   計 特別準備金 別途積立金 繰越利益 

剰 余 金 
当 期 首 残 高 800,000,000 22,000,000 13,500,000 1,317,000,000 498,998,215 1,851,498,215 2,651,498,215 

当 期 変 動 額        

当 期 純 利 益     88,079,108 88,079,108 88,079,108 

別途積立金の積み立て     350,000,000 △350,000,000   
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )        

当 期 変 動 額 合 計    350,000,000 △261,920,892 88,079,108 88,079,108 

当 期 末 残 高 800,000,000 22,000,000 13,500,000 1,667,000,000 237,077,323 1,939,577,323 2,739,577,323 
 

残高及び変動事由 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当 期 首 残 高 33,887,653 33,887,653 2,685,385,868 

当 期 変 動 額    

当 期 純 利 益   88,079,108 

別途積立金の積み立て    

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 2,808,348 2,808,348 2,808,348 

当 期 変 動 額 合 計 2,808,348 2,808,348 90,887,456 

当 期 末 残 高 36,696,001 36,696,001 2,776,273,324 
 
 
《個別注記表》 

1. 重要な会計方針 
（１）  有価証券の評価基準および評価方法 
  ① 満期保有目的の債券 
    償却原価法（利息法） 
  ② 子会社株式および関連会社株式 
    総平均法による原価法 
  ③ その他有価証券 
    時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は総平均法により算定） 

    時価のないもの 
     総平均法による原価法 
（２）  たな卸資産の評価基準および評価方法 
    移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっております。 
（３）  固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産 
     賃貸資産 
      法人税法に規定する減価償却の方法と同一の基準を採用し、定額法によっております。 
 



     一般資産 
      法人税法に規定する減価償却の方法と同一の基準を採用し、定率法によっております。 
      ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年4月1日

以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法によっております。 
       なお、梶ヶ谷支店における建物および１２ｆｔコンテナの減価償却年数は経済的使用可能予

測期間に基づいております。  
  ② 無形固定資産 

法人税法に規定する方法と同一の基準により定額法によっております。 
 ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。 

（４）  引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 
     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
  ② 賞与引当金 
     従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上して

おります。 
  ③ 退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上しており

ます。なお、平成17年４月より確定拠出年金制度を採用しております。 
  ④ 役員退職慰労引当金 
     役員の退職金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。 
  ⑤ 廃棄物処理引当金 

販売済み政府米用フレコンの処理の支払いに備えるため、販売量に基づき発生する廃棄物処
理費見積額を計上しております。 

（５）  収益および費用の計上基準 
      ファイナンス・リース取引に係る収益および費用の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する会計処理によっております。 
（６）  その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
    消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 
  

2. 貸借対照表に関する注記 
（１）  関係会社に対する金銭債権債務   

 ① 短期金銭債権 103,665,552円  
 ② 短期金銭債務 2,823,042,160円  

（２） 有形固定資産の減価償却累計額      1,525,318,718円  
（３） 国庫補助金の受け入れにより有形固定資産の取得原価から控除している金額 
  167,025,639円 
3. 損益計算書に関する注記 
   関係会社との取引高 
（１）営業取引 
 売 上 高 611,474,430円 
 営 業 費 用 27,407,099,231円 
（２） 営業取引以外の取引  2,125,000円 
 
4. 株主資本等変動計算書に関する注記 
   発行済株式の総数に関する事項 
 

株式の種類 当事業年度期首 増   加 減   少 当事業年度末 
普通株式 1,600,000株 ― ― 1,600,000株 

   
5. 税効果会計に関する注記 
   流動資産における繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の否認等であり、固定資産におけ

る繰延税金資産の主な原因は退職給付引当金、減価償却限度超過額等であります。 
 
6. 資産除去債務に関する注記 
（１）資産除去債務の概要 
    当社は、土地所有者との間で事業用定期土地賃貸借契約を締結し、資源物積替施設を建設、平

成11年4月1日より営業を開始しました。当社と土地所有者との不動産賃借契約においては、賃借
期間終了時に原状回復の上返還することが義務付けられているため、契約上の義務に関して資産
除去債務を計上しております。 



（２）資産除去債務の金額の算定方法 
    使用見込期間を土地所有者との契約終了日までと見積計算しております。 
 
（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

  当事業年度期首残高 83,760,000円 
  有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 
  時の経過による調整額 120,000円 
  資産除去債務の履行による減少額 ― 
 当事業年度末残高     83,880,000円

                
                
                
                
                
                
                
                
                

       

 
7．金融商品の状況に関する注記 
（１）金融商品に対する取組方針 
    当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行からの借入により資金を調達して

おります。 
（２） 金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制 
    営業債権である受取手形および得意先貸、未収入金、交計未収金、取立未収金に係る顧客のリ

スクは経理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場
株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。 

    営業債務である未払作業費および取立未払金、未払法人税等は、ほとんど１年以内の支払期日
であります。 

    短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。 
 
（３） 金融商品の時価等に関する事項 
    平成30年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次
表には含めておりません。 

 
              (単位：千円）          

 
 貸借対照表 

計上額 時価 差額 

（１） 現金及び預金 809,283 809,283 ― 

（２） 受取手形 2,005 2,005 ― 

（３） 得意先貸 1,207,970 1,207,970 ― 

（４） 未収入金 2,570,330 2,570,330 ― 

（５） 交計未収金 1,350,439 1,350,439 ― 

（６） 取立未収金 239 239 ― 
（７） 投資有価証券 

 その他有価証券 82,282 82,282 ― 

資産計  6,022,552  6,022,552      ― 

（１） 未払作業費 3,867,417 3,867,417 ― 

（２） 取立未払金 221 221 ― 

（３） 短期借入金 70,000 70,000 ― 

（４） 未払法人税等 21,824 21,824 ― 

負債計 3,959,463 3,959,463 ― 
 
(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 
   
 
 
 



資産 
（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）得意先貸、（４）未収入金、（５）交計未収金並びに 
（６）取立未収金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。 

（７）投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 
  負債 

（１）未払作業費、（２）取立未払金、（３）短期借入金並びに（４）未払法人税等 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に 
よっております。 

(注)２  投資有価証券及び関係会社株式のうち、非上場株式（子会社株式42,500千円、関連会社株式
64,000千円、その他有価証券49,250千円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フロ－を見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため「（７）投
資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。） 

 
8. 賃貸等不動産に関する注記 
    賃貸等不動産の状況および時価に関する事項 
    重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
 
9. 関連当事者との取引に関する注記 
（１）親会社及び法人主要株主等                             （単位：千円）  

種 類 会社等の名称 議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

親会社 日本貨物鉄道㈱ 
被所有 
直接 50.00％ 
間接 0.044％ 

営業取引 
役員派遣 鉄道運送等 営業原価 

27,098,485 未払作業費 2,791,807 

 
取引条件および取引条件の決定方針等 

    親会社との営業取引については、両社間で協議して決定しております。 
 
（２）兄弟会社                             （単位：千円） 

種 類 会社等の名称 議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

親会社の
子会社 

ジェイア－ルエ
フ商事㈱    － 

          
資金の提供 

 
資金の貸付 

 
400,000 

 
－ － 

取引条件および取引条件の決定方針等 
資金の貸付については半年間とし、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております 
   
10. １株当たり情報に関する注記 

（１） １株当たり純資産額 1,735円17銭 
（２） １株当たり当期純利益金額 55円05銭 

 
11. 重要な後発事象に関する注記 
   該当事項はありません。 
 


